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第１節 目的 

第１ 計画の目的 
 善通寺市地域防災計画の震災対策編（以下「本計画」という。）は、災害対策基本法第

42 条及び東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第６条の規定に

基づき、市民の生活に重大な影響を及ぼすおそれのある地震災害に係る災害予防、災害応

急対策及び災害復旧に関し、市、県、防災関係機関及び市民等が処理すべき事務又は業務

の大綱等を定め、防災対策の総合的な推進を図り、市の地域並びに市民の生命、身体及び

財産を地震災害から保護することを目的とする。 
 

第２ 計画の構成 
善通寺市地域防災計画は、本計画である「震災対策編」のほか「一般対策編」及び「資

料編」の３編で構成する。 
 

第３ 他の計画との関係 一般対策編 第１章 第１節 第３を参照 

第４ 計画の修正 一般対策編 第１章 第１節 第４を参照 

第５ 計画の習熟等 一般対策編 第１章 第１節 第５を参照 

第６ 市民全てによる防災対策の推進 一般対策編 第１章 第１節 第６を参照 
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第２節 防災関係機関等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 
 

第１ 防災関係機関及び市民の責務 
一般対策編 第１章 第２節 第１を参照 
 

第２ 防災関係機関及び市民等の処理すべき事務又は業務の大綱 
一般対策編 第１章 第２節 第 2 を参照 
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第３節 市の概況 

第１ 自然的条件 
一般対策編 第１章 第３節 第１を参照 
 

第２ 社会的条件 
一般対策編 第１章 第３節 第２を参照 
 

第３ 過去の地震災害 
香川県では、概ね 90～150 年ごとに、南海トラフで発生する地震によって、大きな地震が

発生している。また、1927 年の北丹後地震、1995 年の兵庫県南部地震のように周辺地域の

活断層から発生する地震によっても若干の被害が発生している。 
 
【香川県の主な地震被害】 

地震名 
発生年月日 

規模 
震度 震 央 被害状況 

宝永地震 
1707年10月28日 
（宝永 4 年 10 月 4
日）未刻 

Ｍ8.6 北緯  33.2° 
東経 135.9° 
深さ  － 
紀伊半島沖 

 我が国最大の地震の一つ。全体で死者 5,000 人

余、潰家 59,000 軒、家屋の倒壊範囲は東海道・近

畿・中国・四国・九州と中部地方の一部に及ぶ。 
 香川県では、死者 28 人、倒壊家屋 929 軒、丸

亀城破損。また五剣山の１峰崩落。余震は 12 月ま

で続く。５～６尺（２ｍ弱）の津波で相当の被害

があった。 
安政南海地震 
1854年12月24日 
（嘉永 7 年〔安政 1
年〕11 月 5 日） 
申の中刻 

Ｍ8.4 北緯  33.0° 
東経 135.0° 
深さ  － 
紀伊半島沖 

 被害は、中部から九州に及ぶ。地震や津波によ

る全体の被害は、近畿地方やその周辺で、この地

震の 32 時間前に発生した安政東海地震と区別で

きないものも多い。 
 香川県では、死者 5 人、負傷者 19 人、倒壊家屋

2,961 軒、土蔵被害 157 箇所、塩浜石垣崩れ 3,769
間、塩浜堤大破 7,226 間、川堤崩れ 6,456 間、せ

き崩れ 491 箇所、池大破 264 箇所、橋被害 126 箇

所であった。この地震による津波の高さは、香西

（高松市西部）で１尺（30 ㎝余）であったが、満

潮と重なり、志度浦と津田浦（共に県東部沿岸）

で被害があった。 
北丹後地震 
1927 年（昭和 2年）

3 月 7 日 
18 時 27 分 

Ｍ7.3 
 
震度 
多度津 4 

北緯 35°38′ 
東経 135°56′ 
深さ 18 ㎞ 
京都府北部 

 被害は、丹後半島の顎部が最も激しく、近畿・

中国・四国の一部にも及ぶ。全体で死者 2,925 人、

負傷者 7,806 人、家屋全壊 12,584 戸、半壊 10,886
戸、焼失 9,151 戸。香川県では、小被害があった。 

南海地震 
1946 年（昭和 21

Ｍ8.0 
 

北緯 32°56′ 
東経 135°51′ 

 極めて大規模な地震で、被害は、中部以西西日

本各地に及び、津波は房総半島から九州に至る沿
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地震名 
発生年月日 

規模 
震度 震 央 被害状況 

年）12 月 21 日 
4 時 19 分 

震度 
高松 5 
多度津 5 

深さ 24 ㎞ 
紀伊半島沖 

岸を襲った。全体で死者 1,362 人、行方不明 102
人、負傷者 2,632 人、家屋全壊 11,506 戸、半壊

21,972 戸、焼失 2,602 戸、流失 2,109 戸、浸水

33,093 戸等甚大な被害があった。 
 香川県では、死者 52 人、負傷者 273 人、家屋

全壊 608 戸、半壊 2,409 戸、道路損壊 238 箇所、

橋梁破損 78 箇所。また、堤防決壊・亀裂 154 箇

所による塩田の浸水被害、地盤沈下による無形の

被害も多い。 
兵庫県南部地震 

1995 年（平成 7年） 
1 月 17 日 
5 時 46 分 

Ｍ7.3 
 
震度 
高松 4 
多度津 4 
坂出 4 

北緯 34°36′ 
東経 135°02′ 
深さ 16 ㎞ 
淡路島 

 この地震による被害は極めて甚大で、16 府県に

及んだ。全体で死者 6,433 人、行方不明 3 人、負

傷者 43,792人、家屋全壊 104,906棟、半壊 144,274
棟等の被害があった。 
 香川県では、負傷者 7 人、屋根瓦の破損等建物

被害 3 戸、県道がけ崩れ 1 箇所、水道管破裂 2 箇

所等の被害があった。 

鳥取県西部地震 

2000年（平成12年） 
10 月 6 日 
13 時 30 分 

Ｍ7.3 
 

震度 
土庄 5 強 
観音寺5 弱 
高松 4 
多度津 4 
善通寺 4 
坂出 4 

北緯 35°16′ 
東経 133°21′ 
深さ 9 ㎞ 
鳥取県西部 

 この地震による被害は鳥取、島根両県を中心に、

１府９県に及んだ。死者はいなかったものの、全

体で負傷者 182 人、家屋全壊 435 棟、半壊 3,101
棟、道路被害 667 箇所、がけ崩れ 367 箇所等の被

害があった。 
 香川県では、負傷者 2 人、建物一部破損 5 棟の

被害があった。 

芸予地震 

2001年（平成13年） 
3 月 24 日 
15 時 27 分 

Ｍ6.7 
 

震度 
高松 4 
多度津 4 
善通寺 4 
土庄 4 
観音寺 4 
大内 3 

北緯 34°08′ 
東経 132°42′ 
深さ 46 ㎞ 
安芸灘 

 この地震による被害は広島、愛媛両県を中心に

９県に及んだ。 
 全体で、死者 2 人、負傷者 288 人、家屋全壊 70
棟、半壊 774 棟、文教施設被害 1,222 箇所等の被

害があった。 
 香川県では、人的被害はなく、建物一部破損 10
棟の被害があった。 

淡路島付近を震源とす

る地震 

2013年（平成25年）

4月13日 
5時33分 

Ｍ6.3 
 
震度 
東かがわ 

5弱 
小豆島 5
弱 
高松  4 
さぬき 4 
土庄  4 
綾川  4 

北緯 34°25.1′ 
東経 134°49.7′ 
深さ 15 ㎞ 
淡路島付近 

 この地震による被害は兵庫県淡路市を中心に、1
府 4 県に及んだ。 
 全体で、負傷者 35 人（うち重傷者 11 人）、家屋

全壊 8 棟、半壊 101 棟、一部損壊 8,305 棟等の被

害があった。 
 香川県では、人的被害、物的被害のいずれもな

かった。 

伊予灘を震源とする地

震 

2014年（平成26年）

Ｍ6.2 
 
震度 

北緯 33°41.5′ 
東経 131°53.4′ 
深さ 78 ㎞ 

 この地震による被害は広島、大分両県を中心に

６県に及んだ。 
 全体で、負傷者 21 人（うち重傷者 2 人）、家屋
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地震名 
発生年月日 

規模 
震度 震 央 被害状況 

3月14日 
2時6分 

高松 4 
丸亀 4 
観音寺 4 
さぬき 4 
三豊 4 
土庄 4 
小豆島 4 
直島  4 
多度津 4 

伊予灘 一部損壊 57 棟等の被害があった。 
 香川県では、人的被害、物的被害のいずれもな

かった。 

鳥取県中部を震源とす

る地震 

2016年（平成28年）

10月21日 
14時7分 

Ｍ6.6 
 
震度 
高松 4 
丸亀 4 
観音寺 4 
さぬき 4 
三豊 4 
土庄 4 
小豆島 4 
綾川 4 

北緯 35°22.8′ 
東経 133°51.3′ 
深さ 11 ㎞ 
鳥取県中部 

この地震による被害は鳥取県を中心に１府 3 県

に及んだ。 
 全体で、負傷者 30 人（うち重傷者 5 人）、家屋

全壊 12 棟、半壊 95 棟、一部損壊 12,525 棟等の

被害があった。 
 香川県では、人的被害、物的被害のいずれもな

かった。 

 
 （注）１ 高松地方気象台の調査による。（参考文献：「新編日本被害地震総覧」東京大学出版会） 
    ２ 震度は各市町の震度観測点の最大の値である。ただし、「平成 13 年（2001 年）芸予地震」

までは気象庁震度観測点による。 
    ３ 兵庫県南部地震、鳥取県西部地震、芸予地震、淡路島付近を震源とする地震、伊予灘を

震源とする地震及び鳥取県中部を震源とする地震の被害状況は、総務省消防庁による。 
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第４節 被害想定 
 

第１ 基本的な考え方 
 県では東日本大震災を教訓として、地震防災対策の強化・推進を図るための施策の一つと

して、平成 24～25 年度の 2 ヵ年で地震被害想定調査を行っている。この調査は、本県に大

きな被害を及ぼすおそれがある地震が発生した場合を想定して、県内各地の揺れや液状化等

による被害を科学的に予測したものである。 
 市においても、上記、被害想定に基づき、震災対策を行っていくものとする。 
 

第２ 地震被害想定調査 
１ 前提条件 
（１）県内に大きな被害を及ぼすおそれがある地震として、海溝型地震（南海トラフを震源

域とする地震）と活断層による内陸型の地震（２ケース）と合計３ケースを想定してい

る。 
（２）想定時期は、地震動・津波ごとに想定される被害が異なる以下３つのケースを設定し

ている。 

冬 深夜 
・多くが自宅で就寝中に被災するため、家屋倒壊による死者が発生する

危険性が高く、また津波からの避難が遅れることにもなる。 
・オフィスや繁華街の滞留者や、鉄道・道路利用者が少ない。  

夏 昼 12 時 

・オフィス、繁華街等に多数の滞留者が集中しており、自宅外で被災す

る場合が多い。 
・木造建物内滞留人口は、１日の中で少ない時間帯であり、老朽木造住

宅の倒壊による死者数は冬深夜と比較して少ない。 

冬 夕方 18 時 

・住宅、飲食店などで火気使用が最も多い時間帯で、出火件数が最も多

くなる。 
・オフィスや繁華街周辺のほか、ターミナル駅にも滞留者が多数存在す

る。 
・鉄道、道路もほぼ帰宅ラッシュに近い状況でもあり、交通被害による

人的被害や交通機能支障による影響が大きい。  
 
２ 想定地震 
（１）想定地震１ ： 南海トラフ地震 
   県内において、過去に大きな被害をもたらしたものは、南海トラフで発生する地震で

ある。南海トラフは、フィリピン海プレートが西南日本の下にもぐり込んでいるプレー

ト境界であり、ここを震源とする地震は、概ね 100～150 年ごとに繰り返し発生してい
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る。最近では、1946 年にマグニチュード 8.0 の南海地震が発生しているが、宝永地震

（1707 年）ではマグニチュード 8.6、安政南海地震（1854 年）では、マグニチュード

8.4 であった。今回の被害想定における地震の規模は、マグニチュード 9.0 と設定してい

る。 
（２）想定地震２ ： 中央構造線（讃岐山脈南縁～石鎚山脈北縁東部）を震源域とする地

震 
   中央構造線は県内を直接通っていないが、ここで地震が発生した場合には、本県にも

大きな被害をもたらすものと考えられる。ここでは、本県に最も近い讃岐山脈南縁～石

鎚山脈北縁東部を想定している。地震の規模は、マグニチュード 8.0 と設定している。 
（３）想定地震３ ： 長尾断層を震源域とする地震 
   長尾断層は、本県の中央東部に存在する活断層で、東西方向約 24 ㎞にわたっている

ものであり、地震の規模はマグニチュード 7.1 と設定している。 
 
３ 地震動予測結果 
（１）想定地震１ ： 震源域＝南海トラフ（最大クラス）  
   市内の震度は、６弱～６強になると予想され、平野部を中心に広い範囲で震度６弱が

出現すると予想される。 
（２）想定地震２： 震源域＝南海トラフ地震（発生頻度の高い） 
   南海トラフで発生する地震のうち、一定の頻度（数十年から数百年に一度程度）で発

生し、①の最大クラスの地震に比べ、規模（震度や津波波高）は小さいものの大きな被

害をもたらす地震を想定した。 
（３）想定地震３ ： 震源域＝中央構造線の地震  
   市内の震度は、５強～６強になると予想され、県中央部から西部の広い範囲で６弱～

６強が出現すると予想される。 
（４）想定地震４ ： 震源域＝長尾断層地震 
   市内の震度は、４～５強になると予想され、県中央部から東部の広い範囲と県西部の

平野部で震度５強～６弱が出現すると予想される。 
 
４ 被害予測結果 
（１）想定地震１ ： 震源域＝南海トラフ（最大クラス） 
  ・県全体での全壊棟数は約 35,000 棟であった。 
  ・被害の規模は他の想定地震より大きく、被害の範囲は県内全域に及んでいる。 
  ・県全体での死者数は約 6,200 人、負傷者数は約 19,000 人であった。死者のほとんど

は津波又は建物倒壊によるものである。 
（２）想定地震２： 震源域＝南海トラフ地震（発生頻度の高い） 
  ・県全体での全倒壊数は 2,300 棟であった。 
  ・県全体での死者数は 120 人、冬深夜での負傷者数は 1,200 人であった。 
（３）想定地震３ ： 震源域＝中央構造線の地震  
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  ・県全体での全壊棟数は約 30,000 棟であった。 
  ・県全体での死者数は約 1,400 人、負傷者数は約 12,000 人であった。 
（４）想定地震４ ： 震源域＝長尾断層地震  
  ・県全体での全壊棟数は約 2,000 棟であった。 
  ・県全体での死者数は約 40 人、負傷者数は約 1,300 人であった。 
 
５ 減災効果 
・全ての建物の耐震化を実施 
・家具数の転倒・落下防止策を実施 
 
（１）建物の耐震化 

旧耐震基準の建物の建て替えや耐震化により、全ての建物の耐震性が強化された場合には、

揺れによる全壊数は、約１１分の１に、それに伴う死者数は約１５分の１に軽減される。 
 
（２）家具の転倒・落下防止策 

県内の家具類の転倒・落下防止対策実施率は、約１３％（平成２４年１０月県政世論調査）

となっている。この実施率を 100％にすることで、死傷者数は約４分の１に軽減される。 
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【被害想定結果総括表（善通寺市）】 
想定地震 

想定項目 
南海トラフ 

Ｍ9.0 
中央構造線 

Ｍ8.0 
長尾断層 
Ｍ7.1 

震    度 ６弱～６強 ５強～６強 ４～５強 

建物 
被害 

（全壊） 
※冬 18 時 

揺れ （棟数） 580 270 － 
液状化 （棟数） 10 10 － 

急傾斜地崩壊 （棟数） － － － 
地震火災 （棟数） － － － 

合計 （棟数） 590 280 － 

人的 
被害 

（死者数） 
※冬深夜 

建物崩壊 （人） 40 20 － 
急傾斜地崩壊 （人） － － － 

火災 （人） － － － 
ブロック塀等 （人） － － － 

合計 （人） 40 20 － 

人的被害 
（負傷者数）

※冬深夜 

建物崩壊 （人） 580 360 － 
急傾斜地崩壊 （人） － － － 

火災 （人） － － － 
ブロック塀等 （人） － － － 

合計 （人） 580 360 － 
人的 
被害 

（自力脱出困難
者・要救助者） 

揺れに伴う 
自力脱出困難者 （人） 130 60 － 

ライフライ

ン被害 

上水道 断水人口 （人） 20,000 15,000 590 
断水率 （％） 60％ 43％ 2％ 

下水道 支障人口 （人） 950 900 380 
支障率 （％） 5％ 5％ 2％ 

電力 停電件数 （軒） 19,000 17,000 10 
停電率 （％） 100％ 93％ 0％ 

通信（固

定・携帯電

話） 

不通回線数 （回線） 6,100 5,600 10 
不通回線率 （％） 97％ 89％ 0％ 
停波基地局率 （％） 93％ 93％ － 

都市ガス 供給停止戸数 （戸数） 2,300 2,400 － 
供給停止率 （％） 82％ 84％ － 

交通施設 
被害 

道路 被害箇所 （箇所） 20 20 10 
鉄道 被害箇所 （箇所） 10 10 － 

生活への 
影響 避難者 避難所 （人） 910 410 － 

避難所外 （人） 610 270 － 
災害廃棄物 災害廃棄物等 （トン） 32,000 5,300 － 

その他の 
被害 

エレベータの 
停止 停止数 （棟数） 30 30 30 

危険物 
火災 （箇所） － － － 
流出 （箇所） － － － 
破損棟 （箇所） － － － 

 ※「－」は少ないが被害あり 
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第５節 地震防災対策の実施に関する目標 
 市民生活の各分野に重大な被害を及ぼすおそれのある地震災害に対処するためには、地震

発生前にさまざまな対策を講じ、被害軽減を行う必要がある。地震はいつ発生してもおかし

くないことから、効果的かつ効率的に被害軽減策を講じなければならない。 
 そこで、別に定める地震防災対策の実施に関する目標に基づき、効果的な対策を戦略的に

集中して推進する。 
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第１節 災害予防計画 

第１ 都市防災対策計画【主な関係課：土木都市計画課】 

〔一般対策編 第２章 第１節 第５ 参照〕 
 
 

第２ 建築物等災害予防計画【主な関係課：建築住宅課】 

 
 地震による建築物等の被害を防止し、市民の生命、財産等を保護するため、公共建築物の

耐震性を確保するとともに、一般建築物の防災指導等を行い、建築物等の安全確保を図る。 
 
１ 公共建築物等の災害予防 
  市は、地震災害時において応急対策活動の拠点となる市有施設を防災上重要建築物とし

て耐震性の確保を図る。なお、耐震性の確保に当たっては、数値目標の設定等により、計

画的かつ効果的に実施する。 
（１）防災上重要建築物 
   防災上重要建築物は、災害応急対策指揮・実行、情報伝達等施設、救護施設、避難収

容施設、要配慮者利用施設として、市庁舎、消防庁舎、学校、公民館、社会福祉施設、

その他主要施設とする。 
（２）耐震診断・耐震補強工事 
   防災上重要建築物について、耐震性の確保を図る。また、耐震診断基準に基づく診断

を行い、耐震性が不十分と判定された施設については、診断結果を公表するとともに、

計画的に耐震補強工事を行う。    
（３）建築設備の耐震性確保 
   防災上重要建築物について、地震発生後も継続してその機能が果たせるよう、重要度

に応じて設備の整備に努める。 
（４）緑化の推進 
   地震災害時の避難場所・避難所となる施設周辺の緑化を進めるとともに、外周部につ

いても、耐震・防火効果の高い緑化樹木による生垣への転換等を図ることにより、避難

場所・避難所の安全性を確保するよう努める。 
（５）非構造部材の耐震性の確保 

天井材、照明器具、外壁、窓ガラス等の非構造部材の耐震性の点検を推進し、老朽化の

兆候が認められる場合には安全確保対策進めるものとする。 

 
２ 一般建築物等の災害予防 
（１）防災知識の普及 
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   市及び県は、建築物の地震災害予防について、建築物防災週間を中心にポスター掲示、

パンフレット配布等普及活動を行う。また、ラジオ、テレビ、新聞等を通じて広報活動

を行う。 
（２）耐震化の促進 
   市及び県は、耐震診断・耐震改修の補助制度の活用や情報提供による啓発、相談体制 
  等の整備等を通じて建築物の耐震化の促進を図る。 
（３）特殊建築物の防災指導 
   市は、県が学校、病院、複合ビル等多人数を収容する特殊建築物について実施する構

造、耐力、防火、避難等を主とした防災指導に協力する。 
（４）違反建築物の指導 
   県は、法令に違反した建築物が被害を拡大させることから、違反建築物を対象とした

指導取締りを積極的に行う。 
（５）落下物等の防止対策 
   市は、県が実施する建築物の屋根、壁、窓ガラス等の飛散・落下防止、ブロック塀等

の倒壊防止のための指導及び啓発に協力する。 
   建築物の所有者は、当該建築物について必要な耐震診断を行うとともに、その結果に

応じて改修等を行うよう努めるものとする。また、善通寺市空き家等の適正管理に関す

る条例に基づき、居住していない場合でも適正に管理することとする。 
（６）がけ地近接等危険住宅移転事業 
   市及び県は、がけ地近接で崩壊による危険の著しい区域等において、建築に関する制

限を行うとともに、がけ地近接危険住宅の移転事業の促進を図る。 
（７）被災建築物及び被災宅地の危険度判定 
   県は、地震災害により被災した建築物及び宅地の危険度を判定するため、被災建築物

応急危険度判定士及び被災宅地危険度判定士の育成を図る。なお、市は、職員の被災建

築物応急危険度判定士資格保有者増加を促進する。 
   市は、危険度判定の実施体制の充実を図るとともに、危険度の判定が円滑に実施され

るよう、危険度判定マニュアル等を作成する。 
（８）ブロック塀等の倒壊防止 
   市は、県が実施するブロック塀等の倒壊防止のための指導及び啓発に協力する。 
   ブロック塀、広告板その他の工作物又は自動販売機（以下「工作物等」という。）を設

置する者は、当該工作物等の強度等を定期的に点検し、必要に応じて補強、撤去等を行

うよう努めるものとする。 
 
３ 家具等の転倒防止対策 
（１）市は、住宅、事務所等の建築物内の本棚、食器棚等の転倒又は棚の上の物の落下等に

よる被害を防止するため、広報誌やパンフレットなどにより、市民に対して家具の転倒

防止法等の普及啓発に努める。 
（２）市民、事業者等は、家具を止め金具等で固定する等、家具等の転倒防止及び落下防止
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対策を講ずる。 
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第３ 地盤災害等予防計画【主な関係課：土木都市計画課、農林課】 

 
 地震による地すべり、がけ崩れ、山崩れ、液状化等の地盤災害を防止するため、市は、県

が実施する危険箇所の現況把握、区域の指定、防止施設の整備等に協力するとともに、危険

箇所の周知、警戒避難体制の確立など総合的な対策を推進する。 
 
１ 現況 
（１）砂防事業 
   市内には、土石流危険渓流が 77 箇所あり、災害を未然に防止するため、県は、危険

度の高いところから砂防指定地に指定し、順次砂防工事を実施している。 
（２）急傾斜地崩壊対策事業 
   市内には、急傾斜地崩壊危険箇所が 55 箇所ある。危険地区の災害を未然に防止する

ため、市及び県は、危険度の高いところから急傾斜地崩壊危険区域に指定し、順次崩壊

防止工事を実施している。 
（３）地すべり対策事業 

市内には、地すべり危険箇所が２箇所ある。 
（４）治山事業 
   市内には、山腹崩壊危険地区 23 箇所、崩壊土砂流出危険地区 20 箇所があり、県は、

危険箇所の災害を未然に防止するため、危険度の高いところから優先的に治山事業を実

施している。 
 
２ 対策事業 
（１）砂防事業 
   砂防施設等の管理者は、既設構造物について常時点検を行い施設の機能の維持に努め

るとともに、老朽化等により機能低下をきたしている箇所については補修、補強等整備

を行い、地震による土砂災害の防止を図る。 
（２）土砂災害危険箇所の管理 
   市及び県は、地震による土石流、急傾斜地崩壊、地すべり及び山地災害の危険性を市

民に周知するとともに、危険箇所等に標柱、標示板等を設置するなど適切な方法で、危

険区域に居住する市民の被害防止に努める。 
（３）総合的な土砂災害対策 
   市は、危険区域付近の市民に対して、異常な状況の早期発見に留意するよう啓発する 

とともに、避難所、避難経路、避難方法、情報の伝達手段等をあらかじめ定めるなど、 
土砂災害の危険区域に対する警戒避難体制の整備を推進する。 

（４）液状化災害の予防対策 
   市は、埋立地などに重要な公共施設等を建設する場合には、液状化に伴う地盤災害を

事前に防止するため、粒度や地下水など地盤状況の把握に努めるとともに、必要に応じ



第２章 災害予防計画 
第１節 災害予防計画 

 15

た対策を講じる。 
 
 
※ 資 料 
 １ 急傾斜地崩壊危険箇所               （資料２－３） 
 ２ 土石流危険渓流                  （資料２－４） 
 ３ 地すべり危険箇所                 （資料２－５） 
 ４ 山腹崩壊危険地区                 （資料２－６） 
 ５ 崩壊土砂流出危険地区               （資料２－７） 
 ６ 土砂災害警戒区域・特別警戒区域（土石流）     （資料２－８） 
 ７ 土砂災害警戒区域・特別警戒区域（急傾斜地の崩壊） （資料２－９） 
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第４ 火災予防計画【主な関係課：消防本部】 

 
地震による同時多発的な火災に対応するため、出火防止、初期消火の指導を徹底するとと

もに、消防力の増強、消防水利の整備等を図る。 
 
１ 出火防止、初期消火 
（１）一般家庭に対する指導等 
  ① 市及び県は、大地震時には広域にわたって同時多発火災が発生しやすいことから、

出火防止を重点に、火災予防の周知徹底に努める。 
  ② 市は、市民が参加できる防火教室等を開催し、地震の二次災害としての火災の恐ろ

しさ、出火防止についての知識、消火器の使用方法等を周知徹底させるとともに、火

災予防週間等には、重点的に各家庭の巡回指導等を行い、出火防止に関する指導に努

める。 
  ③ 市は、各家庭に消火器、消火バケツ等の初期消火用具が常備されるよう普及に努め

るとともに、自主防災組織等地域住民による初期消火活動が積極的に行われるよう指

導育成に努める。 
（２）事業所に対する指導等 
  ① 市は、予防査察、火災予防運動等のあらゆる機会をとらえ、防火管理者をはじめと

する関係者に対して、地震災害時の応急対応、消防用設備等の点検整備と取扱方法の

徹底、避難誘導体制の確立、終業時の火気点検の徹底など防災思想の普及に努める。 
  ② 市は、事業所に対して、自衛消防隊の育成、消防用設備、防火用水の整備充実等に

努めるよう指導する。 
  ③ 市は、発火性薬品を所有している施設・事業所に対して、その薬品の漏洩、混合等

により出火のおそれがあるので、転倒、落下防止措置を講じるよう指導する。 
 
２ 消防力の強化 
（１）市は、同時多発、交通障害、水利の破損等困難な特徴をもつ地震火災に対して、適切

かつ効果的な消防活動を行うため、活動体制、活動要領を定めるとともに、消防団員の

非常招集方法等を定めておく。 
（２）市は、消防ポンプ自動車等の消防施設の計画的な整備充実に努めるとともに、消防団

の装備等の整備充実及び消防団の活性化を積極的に進める。 
（３）市は、消防力の整備指針に沿って、消防力の整備に努めるものとする。 
 
３ 消防水利の整備 
（１）市は、地震災害時には消火栓や水道施設の損壊等により断水又は極度の機能低下が予

想されるので、耐震性貯水槽の整備に努める。 
（２）市は消火栓のみに偏ることなく、耐震性防火水槽、耐震性貯水槽の整備、河川水、た
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め池等の自然水利の活用等により、消防水利の多様化を図るとともに、その適正な配置

に努める。 
 
※ 資 料 
 １ 消防本部現勢               （資料５－１） 
 ２ 消防団現勢                （資料５－２） 
 ３ 消防水利の現況              （資料５－３） 
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第５ 危険物等災害予防計画【主な関係課：消防本部】 

〔一般対策編 第２章 第１節 第 10 参照〕 
 

第６ 公共施設等災害予防計画 
【主な関係課：防災管理課、土木都市計画課、農林課、環境課】 

 
地震による公共施設等の被害は、市民の生活に重大な支障を生じさせるばかりでなく、市

民の避難、消防活動、医療活動等の応急対策活動に困難をもたらすため、日常から施設の危

険箇所の調査とこれに基づく補修工事を行うとともに、緊急度の高い箇所から順次耐震対策

を行うなど地震に強い施設の確保に努める。 
 
１ 道路施設 
（１）道路管理者は、道路施設について、耐震点検結果等に基づき、対策工法を決定し緊急

度の高いところから速やかに対策工事を行う。特に橋梁においては、長寿命化計画に基

づき修繕工事を実施する。また、新たな道路、橋梁等を建設するときは、耐震性を考慮

した整備を行い、都市防災対策として電線共同溝事業を推進し、道路機能の確保を図る。 
（２）警察本部は、交通安全施設等について、耐震性の向上を図るとともに、停電、電話回

線の切断にも対処できるよう信号機電源付加装置、無線回線付加装置等の整備を推進す

る。 
 
２ 河川管理施設 
  河川管理者は、河川施設について、耐震点検結果に基づき、耐震補強等が必要な箇所を

指定し、その重要度及び緊急度等に応じた補強等の対策を順次行うとともに、新設に当た

っては耐震性を配慮して整備する。また、堰、水門等防災上重要な施設については、地震

災害時に大きな被害が出ないように点検し、整備、補修工事等を行う。 
 
３ ため池等農地防災施設 

（１）市、土地改良区等は、地震に伴うため池の決壊等を未然に防止するため、老朽化した 

  ため池の整備を行う。 

（２）市及び県は、地震により決壊した場合に甚大な被害が想定される大規模ため池を中心

に、計画的に耐震診断を実施の上、国の防災対策を踏まえ、必要な耐震化整備を行う。 

（３）市は、地震により決壊した場合に甚大な被害が想定される大規模ため池を中心に、決

壊したときの浸水想定区域や避難場所・避難所、避難経路を示すハザードマップの作成、

普及啓発を図るものとし、県はこれを支援する。 

現在、貯水量 10 万トン以上のため池について、ハザードマップを作成しており、今

後は 10 万トン未満の優先順位の高いため池についても、ハザードマップの作成を進め



第２章 災害予防計画 
第１節 災害予防計画 

 19

ていく。 
 
４ 公園施設 

  公園管理者は、公園施設について、災害発生後速やかに被害状況の調査を行い、必要に

応じて応急復旧を行う。 

 
５ 鉄道施設 
  鉄道事業者は、地震による被害を軽減し、旅客の安全と輸送の円滑化を図るため、次の

対策を講じる。 
（１） 鉄道施設について、橋梁、線路敷等の施設を主体に、必要により補強対策等を推進し、

耐震性の向上を図る。 
（２）地震検知装置について、列車運転の安全を確保するため、設備の新設や増設、改良等

に努める。 
（３）各種情報を迅速かつ的確に伝達するため、通信施設の設備充実を図る。 
（４） 地震発生後の早期復旧を期するため、復旧要員の動員、復旧用資機材の配置及び整備、

関係機関との応援協力体制の確立など応急復旧体制の整備に努める。 
 
６ 廃棄物処理施設 
  市は、地震による施設の被害を抑えるとともに、迅速な応急復旧を図るため、施設の安

全強化、応急復旧体制、広域応援体制の整備、仮集積場の候補地の選定等を行う。 
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第７ ライフライン等災害予防計画【主な関係課：防災管理課、下水道課】 

〔一般対策編 第２章 第１節 第 14 参照〕 
 

第８ 防災施設等整備計画 
【主な関係課：防災管理課、消防本部、総務課、土木都市計画課】 

〔一般対策編 第２章 第１節 第 15 参照〕 
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第２節 防災体制の整備 
 

第１ 防災業務体制整備計画【主な関係課：防災管理課、総務課】 
〔一般対策編 第２章 第２節 第１ 参照〕 

第２ 医療救護体制整備計画【主な関係課：保健課】 
〔一般対策編 第２章 第２節 第２ 参照〕 

第３ 緊急輸送体制整備計画【主な関係課：土木都市計画課】 
〔一般対策編 第２章 第２節 第３ 参照〕 

第４ 避難体制整備計画 
【主な関係課：防災管理課、社会福祉課、高齢者課、子ども課、教育総務課】 

〔一般対策編 第２章 第２節 第４ 参照〕 

第５ 食料、飲料水及び生活物資確保計画 
【主な関係課：防災管理課、農林課】 

〔一般対策編 第２章 第２節 第５ 参照〕 

第６ 文教災害予防計画【主な関係課：教育総務課】 
〔一般対策編 第２章 第２節 第６ 参照〕 

第７ 文化財災害予防計画【主な関係課：生涯学習課】 
〔一般対策編 第２章 第２節 第７ 参照〕 

第３節 地域防災力の向上 
 
 

第１ ボランティア活動環境整備計画【主な関係課：社会福祉課】 
〔一般対策編 第２章 第３節 第１ 参照〕 
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第２ 要配慮者対策計画 
【主な関係課：社会福祉課、高齢者課、子ども課、市民課、商工観光課】 

 
高齢者、障がい者、難病患者、乳幼児、妊産婦、外国人等の要配慮者に対して、地震災害

時に迅速かつ的確な対応を図るため、年齢、性別、障害の有無といった要配慮者の状態に配

慮した体制を整備する。 
 
１ 社会福祉施設等入所者の対策 
（１）市及び県は、被災者の救出や受入れの調整が迅速に行えるよう、社会福祉施設等の被

害状況を把握するシステム等を活用した体制の整備に努める。 
（２）社会福祉施設等の所有者又は管理者は、関係法令に基づき、自然災害からの避難を含

む非常災害に関する具体的計画を作成するとともに、定期的に避難訓練を実施するもの

とする。また、災害対策に関する具体的な計画の概要の掲示や、災害時の連携協力体制

の整備のほか、次の措置を講じるよう努めるものとする。 
① 地震災害の予防や地震災害時の迅速、的確な対応のため、あらかじめ災害支援に関

する具体的な計画を作成するとともに自衛防災組織等を整備し、動員体制、非常招集

体制、緊急連絡体制、避難誘導体制等の整備に努める。また、災害時に協力が得られ

るよう、平常時から近隣施設、地域住民、ボランティア団体等と連携を図っておく。 
② 利用者及び従事者等に対して、避難経路及び避難場所・避難所を周知し、基本的な

防災行動がとれるよう防災教育を行うとともに、利用者の実態に応じた防災訓練を定

期的に実施する。 
③ 定期的に施設、設備等を点検し必要な補修や家具の固定等の対策を行うとともに、

施設内部や周辺のバリアフリー化等に努める。また、災害時に利用者等の生活維持に

必要な食料、飲料水、介護用品等の備蓄を行うほか、予想される災害の種類に応じた

防災資機材や非常用自家発電機等の整備に努める。 
④ 災害時の入所者等の安全の確保を図るため、施設の倒壊等による入所者等の他施設

への移送、収容などについての施設相互間の応援協力体制や、県、関係機関、地域住

民等との連携協力体制の整備に努める。 
 
２ 在宅の避難行動要支援者の対策 

（１）市は地域防災計画において、避難行動要支援者の適切な避難誘導等実施のための措置

を定める。また、避難支援に係る事項については全体計画に定めるものとする。 

（２）市は、地域防災計画に基づき、防災部局と福祉部局の連携の下、平常時より避難行動

要支援者に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。なお、作成した名

簿については、地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由

を適切に反映したものとなるよう、定期的に整備、更新し、庁舎の被災等の事態が起き

た場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるも
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のとする。 

（３）市は、平坦で幅員の広い避難路、車いすも利用できる避難所、大きな字で見やすい標

識板等の要配慮者に配慮した防災基盤整備に努める。 
（４）市は、難病患者への対応のため、県との連携を図る。また、市及び県は、情報を共有

し連携を図るとともに、必要に応じて、個別の難病患者に対する支援計画を作成するな

ど支援体制の整備に努める。 
 

３ 避難行動要支援者名簿 

市は、災害時に自ら避難することが困難である避難行動要支援者に対し、その円滑かつ

迅速な避難の確保を図るため、以下の情報を整理し、支援体制を整備する。 
 （１）避難支援等関係者となる者 
    警察署、消防署、消防団、民生委員、自治会、自主防災会、社会福祉協議会、地区

社協等 
（２）避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

    次の①から⑦のいずれかに該当し、かつ災害時の支援が必要と認められる方（施設

入所者は除く） 
① 介護保険における要介護認定を受けており、要介護３～５の方 
② 身体障害者手帳の交付を受けており、障害の程度が１級又は２級の方 
③ 療育手帳の交付を受けており、障害の程度がマル A 又は A 判定の方 
④ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けており、障害の程度が１級の方 
⑤ 認知症と認められ、災害時の避難行動に支障がある方 
⑥ 75 歳以上のひとり暮らし高齢者又は高齢者のみの世帯 
⑦ 前各号に準ずる状態にあり、災害時の避難行動に支障がある方 

（３）名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 
    社会福祉協議会が「居宅要援護者把握・災害時要援護者登録事業」により把握した

情報に基づき、登録希望者は希望届を提出する。また、民生委員が地区を回り訪問調

査を行い、希望者を募る。 
（４）名簿の更新に関する事項 

    民生委員による更新情報の提供とともに、年１回、住基データと突合し整理する。 
（５）名簿情報の提供に際し情報漏えいを防止するために市が求める措置及び市が講じる

措置 
    情報の提供を受ける関係団体は、情報管理者を定め、市に誓約書を提出して情報漏

えいの防止に努める。また、緊急時以外で名簿を使用するときは、市に事前に報告す

る。 
 （６）要配慮者が円滑に避難のための立ち退きを行うことができるための通知又は警告の

配慮 
    要配慮者を円滑に避難させるにあたり、立退きの通知や警告等を行う際には、通知

内容や方法には十分配慮して実施する。 
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（７）避難支援等関係者の安全確保 
    避難支援に当たっては、要配慮者や避難支援関係者等を含めて地域住民全体で話し

合い、ルール及び計画を作り、周知する。その際、要配慮者名簿制度の活用や意義等

についての理解を深めることと併せ、支援関係者は全力で助けようとするが、助けら

れない可能性もあることを理解してもらうことも必要である。 
 
４ 外国人の対策 

（１）市は、外国人に対して、地震災害時に円滑な支援ができるよう、外国人の人数や所

在の把握に努めるとともに、避難所等の表示板等に外国語を併記するよう努める。 

（２）市は、県と協力して、外国語による防災資料等により、外国人向けの防災知識の普

及、啓発に努める。 

（３）市は、県と連携して、災害時にも外国人が円滑にコミュニケーションを図ることが

できるよう、外国語通訳や翻訳ボランティアなどの確保に努める。 

 

 

５ 避難行動要支援者からの情報提供 

  高齢者、障がい者等で避難に支援が必要となるものは、市、自主防災組織等に、あらか

じめ安否確認や避難等の際に必要となる自らの情報を提供するよう努めるものとする。 
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第３ 防災訓練実施計画【主な関係課：防災管理課、消防本部】 
〔一般対策編 第２章 第３節 第３ 参照〕 

第４ 防災知識等普及計画【主な関係課：防災管理課、教育総務課】 
〔一般対策編 第２章 第３節 第４ 参照〕 

第５ 自主防災組織育成計画【主な関係課：防災管理課・消防本部】 
〔一般対策編 第２章 第３節 第５ 参照〕 

第６ 被災動物の保護計画【主な関係課：保健課】 

〔一般対策編 第２章 第３節 第６ 参照〕 

第７ 帰宅困難者対策計画【主な関係課：防災管理課、市民課、商工観光課】 

〔一般対策編 第２章 第３節 第７ 参照〕 
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第８ 業務継続計画（ＢＣＰ）策定計画【主な関係課：防災管理課】 

 
  大規模地震発生時等においても、必要な業務を継続して実施できるよう、業務継続計 
（ＢＣＰ）の策定の推進を図る。 
 
１ 市の業務継続計画 
  市は、業務継続計画に基づき、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するために、

災害応急対策業務や市民生活に密着した業務を継続して実施するよう努めるものとする。

また、計画は適宜評価を行い、必要に応じて見直しを図るものとする。 
 
２ 事業所の事業継続計画 
  災害等による企業の事業中断は、企業の存立や地域経済に大きな影響を及ぼすものとし

て、企業の事業継続計画策定の必要性が指摘されている。 
  こうしたことから、市及び県は、事業継続計画作成のための情報提供を行うなど、事業

所や事業団体に対し、計画の策定及び実効性の確保を推進するよう働きかけるものとする。 
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第１節 活動体制確立計画 

第１ 活動体制計画【主な関係課：防災管理課】 
 

地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、市は、迅速かつ円滑な災害応急対策

を実施するため、災害対策本部等を設置し、活動体制を整備する。 
 
１ 市の活動組織 

（１）迅速な活動体制の確保 

  地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、的確かつ迅速な避難、

救助、医療等の応急対策が応じられるよう必要な応急体制を速やかに確立するものとす

る。 

（２）防災会議 

   市の地域に係る防災に関し、市の業務を中心に、市内の公共的団体その他関係団体の

業務を包含する防災の総合的かつ計画的な運営を図るため、災害対策基本法に基づき市

の附属機関として設置されており、地域防災計画の作成及び実施の推進、防災に関する

重要事項の審議、各機関の実施する災害復旧の連絡調整を図る。 
（３）災害対策本部 
  ① 災害対策本部の設置 
    市の地域内に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、市長が必要と認め

たときは、災害応急対策を行うため、次の基準に該当する場合に災害対策本部等を設

置する。 
災害対策本部は、災害情報の収集、災害対策の実施方針の作成とその実施、関係機

関の連絡調整等を図る。 
なお、複合災害が発生した場合において、対策本部が複数設置された場合は、重複

する要員の所在調整、情報の収集・連絡・調整のための要員の相互派遣、合同会議の

開催等に努めるものとする。 
 
【災害対策本部設置基準】（各基準の１項目でも該当する場合） 
体制 限定された災害対策本部 災害対策本部 

基準 

１ 市内で震度５弱又は５強の地

震が発生したとき 
２ 南海トラフ地震の発生を受け

て、香川県に災害対策本部が設

置されたとき 

１ 市内で震度６弱以上の地震が

発生したとき 
２ 市内で震度５弱又は５強の地

震が発生したときで、市内に大

きな被害が発生し、又は発生す

るおそれがあるとき 
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  ② 災害対策本部の設置場所 
    災害対策本部は、発災直後の応急対策時において、消防本部に設置する。ただし、

災害の規模その他の状況により、エコ・エネルギーセンターを予備施設とし準備して

おく。 
  ③ 災害対策本部等の組織 
   ア 本部長 
     市長を本部長とし、災害対策本部等の事務を総括し、職員を指揮監督する。 
   イ 副本部長 
     副市長・教育長を副本部長とし、本部長を補佐する。 
     本部長に事故あるときは、その職務を代理する。 
     なお、本部長、副本部長ともに事故あるときは、総務部長、市民生活部長の順で

その職務を代行する。 
   ウ 本部員 
    a 本部員は、本部長の命を受け、災害対策本部等の事務に従事する。 
    b 本部員は、総務部長、市民生活部長、保健福祉部長、産業振興部長、都市整備

部長、消防長及び教育部長をもって充てる。 
   エ 本部会議 
    a 本部長は、災害対策に関する重要な事項を協議決定し、その推進を図るため、

必要に応じ本部会議を招集する。 
    b 本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 
    c 本部会議には、必要に応じて、自衛隊その他関係機関の出席を求めることができ

る。 
    d 本部会議の主な協議事項は次のとおりとする。 
     ・動員配備体制に関すること。 
     ・重要な災害情報、被害情報の分析及びそれに伴う対策の基本方針に関するこ 

と。 
     ・災害救助法の適用に関すること。 
     ・県、他市町及び防災関係機関への応援要請に関すること。 
     ・その他重要な災害対策に関すること。 
   オ 本部事務局及び各班 
    a 災害対策本部等の事務を処理するため、本部に事務局を置き、防災管理課長を

事務局長とする。 
    b 防災管理課長は、総務部長の命を受け、事務局の事務を掌握する。 
    c 応急対策時は全庁的な推進を図るため、災害対策本部等に班を置く。 
    d 応急対策時における事務局及び各班の組織及び分掌事務は、別表１のとおりと

する。 
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    e 各班の運用班長及び所属職員は、職員個人別に別途指定する。 
   カ 部局等 
    a 応急対策時において各部局等は、本部事務局及び各班に対し、予め定められた

動員配備計画に基づき人員を派遣する。 
    b 各部局の組織及び各部局ごとの分掌事務は別表２のとおりとする。 
   キ 現地対策本部 
     本部長は、激甚な被害を受けた地区における災害応急対策の迅速かつ的確な実施

を図るため、必要に応じて現地災害対策本部等を設置する。 
  ④ 災害対策本部等の設置及び解散の通知等 
    災害対策本部等を設置し、又は解散したときは、県、防災関係機関等にその旨を通

知するものとする。 
  ⑤ 県との連携 
    県の災害対策本部が設置された場合は、災害対策を円滑かつ的確に実施するため、

災害対策本部等は、県災害対策本部と緊密な連絡調整を図る。 
  ⑥ 災害対策本部等の解散 
    本部長は、市の地域において、災害が発生するおそれが解消したと認めたとき又は

災害応急対策がおおむね完了したと認めたときは、災害対策本部等を解散する。 
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【災害対策本部等組織図】 
 
 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
工作班は（正）保健福祉部長、（副）市民生活部長が統括する。 
 
※ 資 料 
 １ 善通寺市防災会議条例          （資料１－２） 
 ２ 善通寺市災害対策本部条例        （資料１－４） 
 

本部長（市長） 

副本部長（副市長） 副本部長（教育長） 

総務部 

（総務部長） 

市民生活部 

（市民生活部長） 

 

保健福祉部 

(保健福祉部長) 

 

産業振興部 

（産業振興部長） 

 

都市整備部 

（都市整備部長） 

 

教育委員会 

（教育部長） 

 

消防本部 

（消防長） 

 

本部会議 

総務班 

広報車班 

電話班 

特別勤務班 

福祉班 

工作班 
（混成チーム） 

保育所班 

（農林） 

技術班 

（土木） 

技術班 

（建築） 

技術班 

（下水道） 

技術班 

消防署 

消防団 

各分団 

（要請） 

（命令） 

教育班 

避難所班 

給食班 

本部事務局 
（防災管理課） 
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【別表１】応急対策時の事務局及び各班 
班 名 分 掌 事 務 

本部事務局 

・防災情報収集 
・外部との連絡調整 
・記録等の各種事務 
・自主防災組織との連絡、調整 
・マスコミ対応、連絡 
・本部会議の準備・運営 

教育班 

・教育委員会が所管する各種施設等の状況調査及び応急対策 
・園児、児童、生徒の安全確保対策及び避難誘導 
・避難場所・避難所への教職員の動員及び保護者への引き渡し

業務 

総務班 

・庁舎内設備等の管理運用 
・物品の調達管理 
・職員及び避難者の食料の確保 
・応急食料の調達 
・ホームページ・防災情報の管理 
・エリアメール等の配信 

特別勤務班 
・災害ごみの収集 
・遺体の収容・管理 

広報車班 ・市内巡回による情報収集及び注意喚起 
・避難準備情報、避難勧告及び指示の伝達 

電話班 ・市民からの電話への対応 

食料準備班 ・職員及び避難者用の食料準備 

福祉班 

・避難所への物資（毛布、食料等）の運搬 
※緊急避難所開設班員の到着が遅れている場合 
・避難所の開設 
・支援を要する避難者への対応 

緊急避難所開設班 ・避難所の開設及び避難者への対応 

保育所班 
・保育所施設の状況調査及び応急対策 
・保育園児の安全確保対策及び避難誘導 
・保護者への引き渡し業務 

技術班 

・各所管施設、設備等の被災状況調査及び防災対策 
・市民、関係機関等からの情報提供に基づき、危険箇所等の状

況調査の実施、災害応急対策の実施 
・収集した情報の本部への報告 
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（判定実施班） 

・県支援本部との連絡調整、関係機関との連携 
・判定実施計画の作成、判定組織の編成 
・判定士等の受入れ、搬送 
・判定資機材の調達、輸送、配布 

工作班 ・土のう作製等の作業、現地状況確認 
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【別表２】各部局等の分掌事務 
部名局等 課 名 分 掌 事 務 

総務部 

秘書課 

１ 本部長及び副本部長の秘書に関すること 
２ 見舞者の応接に関すること 
３ 渉外に関すること 
４ 報道機関との連絡調整及び災害広報に関すること 
５ 職員の救護・災害給与に関すること 
６ 他市町への職員の派遣に関すること 

政策課 

１ 災害救助費関係資料の作成及び報告に関すること 
２ 市の災害起債に関すること 
３ 市の災害復旧資金計画及び資金調達に関すること 
４ 災害関係費の収入支出に関すること 
５ 災害救助費の決算に関すること 

総務課 

１ 保存文書の保全に関すること 
２ 災害時の用地対策に関すること 
３ 市有財産の災害対策及び被害調査に関すること 
４ 庁舎等の電気設備、機械設備及び通信施設の被害調査及び応急復旧

に関すること 
５ 来庁者及び職員の安全確保に関すること 
６ 車両等の確保及び配車管理に関すること 
７ 燃料等の確保及び保管管理に関すること 
８ 市有建築物の応急復旧に関すること 
９ 緊急機材、用品の調達及び貸借に関すること 
10 災害に関する写真・ビデオ等による記録に関すること 
11 避難情報等の広報に関すること 
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部名局等 課 名 分 掌 事 務 

総務部 
防災管理課 
 

１ 災害対策本部等の設置及び廃止に関すること 
２ 本部長の指示、伝達に関すること 
３ 防災会議、災害対策本部会議等に関すること 
４ 気象、災害情報の収集、伝達、各部からの災害情報の取りまとめ及 
び本部、防災関係機関への報告に関すること 

５ 災害通信の確保に関すること 
６ 自衛隊、隣接市町、協定締結市町及び関係機関への協力要請等に関

すること 
７ 国・県等への連絡、報告及び要望に関すること 
８ 防災関係機関との連絡、調整に関すること 
９ 自衛隊の災害派遣の要請に関すること 
10 災害救助法の事務に関すること 
11 災害記録に関すること 
12 自主防災組織に関すること 
13 各部の連絡統制に関すること 
14 災害情報全般の収集に関すること 
15 職員の非常招集に関すること 

市民生活部 

税務課 
債権管理課 

１ 義援物資及び救援物資の輸送に関すること 
２ 被災状況（人的、住家等）の調査確認並びに被害状況の取りまとめ

及び報告に関すること 
３ 被災証明に関すること 
４ 住家の被害認定及び罹災証明に関すること 
５ 被災者に対する市税の減免措置等の指導及び調整に関すること 

市民課 

１ 義援金品、救援物資等の受入れに関すること 
２ 死亡届等に基づく遺体の身元調査事務に関すること 
３ 埋火葬許可に関すること 
４ 外国人の被災状況の把握に関すること 
５ 被災者からの相談に関すること 
６ 罹災者の安否問い合わせに関すること 
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部名局等 課 名 分 掌 事 務 

 
 
 
 
 
 
 
市民生活部 
 
 
 
 
 
 

環境課   
人権課 

１ 大気汚染等の調査及び防止対策に関すること 
２ 水質汚濁等の調査及び防止対策に関すること 
３ 有害物質漏出事故発生状況の把握に関すること 
４ 地下水利用の調査測定に関すること 
５ 交通関係機関との連絡調整に関すること 
６ 遺体の収容、処置及び埋葬に関すること 
７ 火葬場の手配に関すること 
８ 死犬猫の処理に関すること 
９ 清掃施設の被害状況の取りまとめ及び報告に関すること 
10 災害廃棄物（し尿を含む）の情報収集及び処理計画に関すること 
11 災害廃棄物の仮置場に関すること 
12 災害廃棄物（し尿を含む。）の収集及び運搬に関すること 
13 災害廃棄物の排出場所等の確保に関すること 
14 災害廃棄物の中間処理に関すること 
15 災害廃棄物の焼却・埋立処分に関すること 

児童館 
隣保館 
高橋会館 

１ 所管施設の保全及び被災状況の調査に関すること 
２ 避難場所・避難所（隣保館・高橋会館）の管理・保全業務に関する

こと 

保健福祉部 

社会福祉課 
高齢者課 
子ども課 

１ 社会福祉施設の災害対策及び被害調査に関すること 
２ 義援金品、救援物資等の配分に関すること 
３ 民生委員等社会福祉団体との連絡及び協力要請に関すること 
４ 社会福祉協議会が設置・運営するボランティアセンターとの連絡調

整に関すること 
５ 災害救助法に関すること 
６ 日本赤十字社香川県支部との連絡に関すること 
７ 在宅、施設入所の身体障害者、知的障害者及び精神障害者並びに生

活保護受給者の安否確認と被害状況調査に関すること 
８ 要配慮者との連絡及びその支援・救援に関すること 
９ 福祉関係団体及び当事者組織との連絡及び調整に関すること 
10 避難所との連絡及び調整に関すること 
11 所管施設の保全及び被災状況の調査に関すること 
12 福祉避難所の開設要請に関すること 

保育所 
１ 各施設の保全及び被災状況の調査に関すること 
２ 保育園児の安全確保対策及び避難に関すること 
３ 最寄り緊急避難場所の開設、管理業務への協力に関すること 
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部名局等 課 名 分 掌 事 務 

 
保健福祉部 

保健課 

１ 衛生施設の被害状況の取りまとめ及び報告に関すること 
２ 救護活動計画に関すること 
３ 応急救護所に関すること 
４ 医療機関との連絡調整及び協力要請に関すること 
５ 被災者の保健診療に関すること 
６ 被災者のメンタルヘルスに関すること 
７ 被災者の栄養指導に関すること 
８ 傷病者の収容及び収容可能病院の把握等に関すること 
９ 緊急機材及び医薬品の保管及び整備並びに血液対策に関すること 
10 毒物、劇物による危害防止・指導に関すること 
11 感染症患者の隔離、消毒等防疫に関すること 
12 感染症に関すること（防疫作業を除く。） 
13 野犬対策に関すること 

 
産業振興部 

農林課 
 

１ 農林業関係の被害状況の取りまとめ及び報告に関すること 
２ 農家等の被災証明に関すること 
３ 農地の被災証明に関すること 
４ 被災農林業施設の応急対策に関すること 
５ 主食食糧の確保に関すること 
６ 家畜伝染病の予防防疫に関すること 
７ 死亡獣畜の処理指導に関すること 
８ 農業団体との連絡調整に関すること 
９ 農家等に対する融資に関すること 
10 農家等の経営指導に関すること 
11 ため池等、土地改良施設の被害状況の取りまとめ及び報告に関する

こと 
12 土地改良区との連絡調整に関すること 

農業委員会事務局 １ 建設農林部の業務への協力に関すること 

 
産業振興部 

商工観光課 
営業課 

１ 商工観光関係の被害状況の取りまとめ及び報告に関すること 
２ 商工業に対する被災証明に関すること 
３ 被災商工業者に対する融資に関すること 
４ 被災勤労者に対する融資に関すること 
５ 商工会議所及び商工団体との連絡調整に関すること 
６ 義援物資等提供業者との連絡調整に関すること 
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部名局等 課 名 分 掌 事 務 

 
都市整備部 

 
 
 
 
 
 
土木都市計

画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 道路、橋梁等の被害状況の調査収集及び公共土木建築物の被害状況

の取りまとめに関すること 
２ 道路、橋梁等の応急修理、その他緊急措置に関すること 
３ 道路、橋梁等の障害物の除去に関すること 
４ 土木、建築用資材の調達に関すること 
５ 避難路、緊急輸送路の計画調整に関すること 
６ 緊急車両等の通行確保に関すること 
７ 建設機械の調達及び配車に関すること 
８ 交通規制用資機材の確保及び調達に関すること 
９ 河川、溝きょ、土石流危険渓流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊

危険箇所の被害状況の調査、情報収集に関すること 
10 河川、溝きょ等の障害物の除去に関すること 
11 河川、溝きょ等の応急修理、その他緊急措置に関すること 
12 災害応急対策のための駐車場確保に関すること 
13 公園緑地、街路等の被害状況の調査及び普及に関すること 
14 公園緑地等の災害緊急利用用途の検討に関すること 
15 災害復興に係る都市計画に関すること 

建築住宅課 

１ 避難所、救護所、仮設住宅等の建築、修繕に関すること 
２ 公共建築物の応急危険度調査に関すること 
３ 公共建築物の応急修理に関すること 
４ 既存建築物・宅地の危険度判定に関すること 
５ 応急仮設住宅の建設及び管理に関すること 
６ （独）住宅金融支援機構の資金貸付に関すること 
７ 市営住宅の被害状況の調査、情報収集に関すること 
８ 市営住宅の応急修理に関すること 
９ 建設業者との連絡調整に関すること 
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部名局等 課 名 分 掌 事 務 

 
都市整備部 

下水道課 

１ 下水道施設の被害状況の取りまとめ及び報告に関すること 
２ 下水道施設の応急修理及び緊急措置に要する資機材等の調達に関

すること 
３ 市民への広報活動に関すること（下水道の使用制限等） 
４ 下水道工事業者への協力要請に関すること 
５ 下水道の修理復旧に関すること 
６ 市街地の排水対策に関すること 

会計管理者 会計課 
１ 災害時における出納事務に関すること 
２ 見舞金及び義援金の受領、保管に関すること 

消防本部 

消防総務課 

１ 消防関係施設の被害調査及び復旧に関すること 
２ 資機材及び非常備品等の確保に関すること 
３ 消防自動車等管理運営に関すること 
４ 消防団との連絡調整及び配備に関すること 
５ 災害危険箇所の視察警戒に関すること 
６ 消防関係機関との連絡調整及び協力要請に関すること 
７ 広域消防応援の受入れ及び調整に関すること 

予防課 

１ 災害情報の収集及び広報伝達に関すること 
２ 災害の予防、二次災害の予防に関すること 
３ 火災原因及び調査に関すること 
４ 災害活動及び警戒巡視並びに指揮運用に関すること 
５ 火災警戒区域の設定に関すること 
６ 消防警戒区域の設定に関すること 
７ 避難勧告及び指示等に関すること 

消防署 
 

１ 気象予警報等の発令及び解除通知の受理並びに関係機関その他へ

の報告、伝達に関すること 
２ 災害時における有・無線電話通信の統制及び保守管理に関すること 
３ その他通信業務に関すること 
４ 救急救助業務に関すること 
５ 署員の非常招集に関すること 
６ 行方不明者の捜索に関すること 
７ 災害防御活動に関すること 
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部名局等 課 名 分 掌 事 務 

議会事務局 
１ 市議会の連絡に関すること 
２ 他部局への応援に関すること 

教育委員会 

教育総務課 
中学校 
小学校 
幼稚園 
少年育成センタ

ー教育研究所 

１ 幼稚園、小中学校施設等の災害対策及び被害調査に関すること 
２ 園児、児童、生徒の安全確保対策及び避難に関すること 
３ 避難場所・避難所（市立学校）業務への教職員の動員及び調整に関

すること 
４ 災害時の応急教育に関すること 
５ 災害時における教材教具の調達、指導に関すること 
６ 災害時における就学援助に関すること 
７ ＰＴＡ等教育関係団体の協力要請に関すること 
８ 避難場所・避難所（市立学校）の管理・保全業務に関すること 

生涯学習課 
郷土館 
東原教育集会所 

美術館 
偕行社 
公民館 

１ 郷土館及び市内の文化財の被害調査及び保全に関すること 
２ 体育施設及び社会教育施設の災害対策並びに被害調査に関するこ

と 
３ 社会教育関係団体及び体育関係団体との連絡調整に関すること 
４ 避難場所・避難所（市民体育館）業務の協力に関すること 
５ 所管施設の被害調査及び保全に関すること 
６ 避難場所・避難所（東原教育集会所・公民館）の管理・保全業務に

関すること 

図書館 １ 施設の被害調査及び保全に関すること 

市民会館 １ 施設の被害調査及び保全に関すること 

学校給食セ

ンター 
１ 施設の被害調査及び保全に関すること 

２ 避難者等に関する炊き出しに関すること 

選挙管理委員会事務局 １ 総務部への応援に関すること 
監査委員事務局 １ 他部局への応援に関すること 
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２ 動員配備体制 
  地震災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき、市長は、迅速かつ円滑な災害応急

対策を実施するため、必要に応じ職員の動員配備を行う。 
（１）配備基準 

職員の配備基準は、災害対策本部の設置の有無にかかわらず、次のとおりとする。 
区分 配備基準 配備内容 本部体制等 
予備 
配備 

・県内で震度４以上の地震が

発生したとき 
・防災管理課の職員 ・防災管理課で対応 

第１次 
配備 

・市内で震度４の地震が発生

したとき 
・本部員、本部事務局員 ・各部の体制で対応 

第２次 
配備 

・市内で震度５弱又は５強の

地震が発生したとき 
・南海トラフ地震の発生を受

けて、香川県に災害対策

本部が設置されたとき 

・本部長、副本部長、本部員、

本部事務局員、各班の運用

班長及び予め指名された

職員 

・限定された災害対

策本部体制で対応 

第３次

配備 

・市内で震度６弱以上の地震

が発生したとき 
・市内で震度５弱又は５強の

地震が発生したときで、

市内に大きな被害が発生

し、又は発生するおそれ

があるとき 

・全職員 
・必要に応じ指定地方行政機

関等の職員の派遣を要請 

・災害対策本部体制

で対応 

 
（２）動員体制の確立 
  ① 防災管理課長は、各部長と調整し、動員配備計画を事前に作成（年度当初を基準）

する。 
  ② 各部長は、動員配備計画に基づき部内の職員に周知するとともに、各配備体制によ

り編成する各部の職員を掌握する。 
  ③ 防災管理課長及び各所属長は、夜間、休日等時間外の災害発生に備えて、連絡体制

を整備する。 
（３）動員の方法 
  ① 勤務時間内における動員 
    総務部長は、地震が発生したとき、庁内放送等により、当該情報の内容及び配備体

制を明示する。放送設備が使用できない場合は、電話又は使送により関係所属長に伝

達する。 
    関係所属長は、伝達された情報又は報道機関等からの情報に基づき、動員配備計画

に示す、あらかじめ指名した職員を配備につかせ、災害応急対策に従事させる。 
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  ② 勤務時間外における動員 
    職員は地震の発生を知ったときは、テレビ、ラジオ等により市内の震度等に関する

情報を確認し、配備基準に従い、自主的に参集するものとする。 
  ③ 災害対策本部等設置時における動員 
   ア 災害対策本部各部等の動員は、本部員から各所属長を通じて行うものとし、各所

属長から職員へ連絡する。 
   イ 動員を行った場合、各運用班長は、職員の動員状況を速やかに把握し、事務局に

報告する。 
 
（４）動員要請 
   地震災害の状況や応急対策の推移によって、各班の忙暇の状況が変動するため、必要

に応じて各班に所属する職員を他班に応援させる。また、各運用班長は、他班の職員の

応援を必要とする場合には、災害対策本部に応援を要請する。 
 
３ 防災関係機関の活動体制 
  各防災関係機関は、関係地域内に地震災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき、

それぞれの責務を遂行するため、あらかじめ定められた設置基準、組織、動員配備計画に

より災害対策本部等の防災組織を設置し、災害応急対策を実施する。 
 
※ 資 料 
 １ 善通寺市防災会議条例          （資料１－２） 
 ２ 善通寺市防災会議運営要綱        （資料１－３） 
 ３ 善通寺市災害対策本部条例        （資料１－４） 
 

第２ 広域的応援計画【主な関係課：防災管理課】 
〔一般対策編 第３章 第１節 第２ 参照〕 
 

第３ 自衛隊災害派遣要請計画【主な関係課：防災管理課】 
〔一般対策編 第３章 第１節 第３ 参照〕 
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第２節 情報収集伝達・警戒活動計画 

第１ 地震情報等伝達計画【主な関係課：防災管理課】 
 

地震に関する情報を一刻も早く市民等に伝達するため、迅速かつ的確な情報収集、伝達の

方法等について定める。 
 
１ 緊急地震速報 
（１）一般向け緊急地震速報 
   気象庁は平成 19 年 10 月 1 日より一般向けの緊急地震速報の発信を開始している。 

①  発信条件 
    地震波が 2 点以上の地震観測点で観測され、最大震度が５弱以上を推定された場合

に震度４以上が予想される地域に対し、緊急地震速報を発信する。震度６弱以上の揺

れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置付けられる。気象庁本

庁から発表された緊急地震速報は、日本放送協会（NHK）に伝達され、またテレビ、

ラジオ、携帯電話（緊急速報メール機能）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）経由

により市の防災行政無線等を通して住民に伝達される。 
   （注）緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震

波を解析することにより、地震の到達前に、これから強い揺れが来ることを知らせる

警報である。震源付近では、揺れの到達までにかかる時間が、解析時間より短い可能

性があり、速報が間に合わないこともある。 
  ② 発信の内容 
   ・ 地震の発生時刻、発生場所（震源）の推定値、地震発生場所の震央地名 
   ・ 震度４以上と推定される地域名 
 
２ 地震情報 

高松地方気象台は、気象庁本庁及び大阪管区気象台が発表する地震に関する情報を関係

機関に通知する。また、公衆の利便をさらに増進させるため必要があると認めた場合は、

自官署で収集した資料及び状況を付加して発表する。 
  ① 発表基準 
   ・ 県内で震度１以上の地震を観測したとき。 
   ・ その他地震に関する情報を発表することが、公衆の利便を増進すると認められる

とき。 
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  ② 地震情報の種類と内容 
  【地震情報の種類と内容】 

情報の種類 情報の内容 

地

震

情

報 

震度速報 
地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地域名（全国を約１

９０地域に区分）と地震の揺れの発現時刻を発表する。 

震源に関する情

報 

 震度３以上を観測し、津波による災害のおそれがないと判明してい

る場合、地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュ－ド）に「津

波の心配がない」、又は「若干の海面変動があるかもしれないが被害の

心配はない」旨を付加して発表する。 

震源・震度に関

する情報 

 震度３以上を観測した場合、あるいは震度２以下でも若干の海面変

動が予想される場合、若しくは緊急地震速報（警報）を発表した場合

及び津波警報・注意報を発表した場合は、地震の発生場所（震源）、そ

の規模（マグニチュ－ド）、震度３以上の地域名と市町村名を発表する。

なお、震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点

がある場合には、その市町村名を発表する。 

各地の震度に関

する情報 

 震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）やその

規模（マグニチュ－ド）を発表する。 
なお、震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点

がある場合には、その市町村名を発表する。 

推計震度分布図 
震度５弱以上を観測した場合、観測した各地の震度データをもとに

１ｋｍ四方ごとに推計した震度（震度４以上）を図情報として発表す

る。 

遠地地震に関す 
る情報 

国外で発生した地震について、マグニチュード７．０以上あるいは

都市部など著しい被害が発生する可能性がある地域で規模の大きな地

震を観測した場合、地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規模（マ

グニチュード）を概ね３０分以内に発表。日本や国外への津波の影響

に関しても記述して発表する。 

その他の情報 

 南海トラフ全域を対象として異常な現象を観測した場合や地震発生

の可能性が相対的に高まっていると評価した場合等に発表される「南

海トラフ地震に関連する情報」（注）や地震が多発した場合の震度１以

上を観測した地震回数情報や顕著な地震の震源要素更新のお知らせな

どを発表する。 
   
（注）南海トラフ地震に関連する情報『出典：気象庁ホームページ』 
 南海トラフ地震沿いでマグニチュード７以上の地震が発生した場合等や東海地域に設置さ
れたひずみ計に優位な変化を観測した場合などの『南海トラフ地震に関連する情報（臨時）』、
「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」の定例会合の評価結果等である『南海トラフ
地震に関連する情報（定例）』のことを指す。 
  



第３章 災害応急対策計画 
第２節 情報収集伝達・警戒活動計画 

46 

また、これまでの基準をはるかに超える重大な災害の危険性が著しく高まってい

る場合、新たに以下の「特別警報」を発表する。 
種   類 発 表 基 準  

地震 
（地震動） 

震度６弱以上の大きさの地震動が予想される場合 
（緊急地震速報（震度６弱以上）を特別警報に位置づける） 

津波 
高いところで３メートルを超える津波が予想される場合 
（大津波警報を特別警報に位置づける） 

 
 
【地震情報で用いる香川県の地域名】 

地域名 対象市郡名 
香川県東部（ｶｶﾞﾜｹﾝﾄｳﾌﾞ） 高松市、さぬき市、東かがわ市、木田郡、小豆郡、香川郡 
香川県西部（ｶｶﾞﾜｹﾝｾｲﾌﾞ） 丸亀市、坂出市、善通寺市、観音寺市、三豊市、綾歌郡、仲多度郡 

   
 

【地震情報で用いる市内の震度観測点】 
震度観測点名称 震度観測点所在地 
善通寺市文京町  善通寺市文京町２－１－１ 善通寺市役所敷地内 
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【地震に関する情報の伝達系統図】 

【地震及び津波に関する情報の伝達系統図】

香　　川　　県
（危機管理課）

関係市町

香川県警察本部
（警　備　課）

警　察　署
交　番
駐在所

四国管区警察局
（災害対策官）

各県警察本部
（警備課）

高松海上保安部

四国旅客鉄道(株)
（輸　送　課）

四国電力(株)
（中央給電指令所）

香川系統制御所
香川県内の四国
電力関係機関

高
　
　
松
　
　
地
　
　
方
　
　
気
　
　
象
　
　
台

住
　
　
　
　
民
　
・
　
公
　
　
　
私
　
　
　
の
　
　
　
団
　
　
　
体

ＪＲ四国関係機関

高松港海事関係機関等

　ＮＨＫ高松放送局、西日本放送
　瀬戸内海放送、山陽放送

　四国新聞社、朝日新聞社、毎日新聞社
　山陽新聞社、共同通信社

香川河川国道事務所
（工務第一課）

高松港湾・空港整備事務所
(工務課）

四　国　運　輸　局
（安全防災・危機管理調整官）

陸上自衛隊第14旅団
（司令部第2部）
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３ 県及び関係機関の情報収集伝達体制等 
（１）県は震度情報ネットワークシステムにより、県内全市町の震度情報を迅速に把握し、

消防庁に報告するとともに、高松地方気象台へも送信する。 
（２）県は、高松地方気象台から送られてきた地震に関する情報等を、県防災情報システム

で防災関係者の携帯電話端末等にメール配信するとともに、直ちに県防災行政無線によ

り市、消防本部へ一斉送信する。 
（３）警察本部は、地震に関する情報の通報を受けたときは、直ちに所管の通信網により警

察署を通じて、関係市町等に連絡する。 
（４）高松地方気象台は、県内で震度４以上が観測されたとき、社会的に影響の大きい地震

が発生したとき又は関係者の依頼があり特に必要と認められるときは、地震解説資料を

作成し、前頁の「地震に関する情報の伝達系統図」に基づいて防災関係機関に提供する。 
 
※ 資 料 
 １ 防災行政無線による気象情報等伝達系統   （資料４－４） 
 
 

第２ 災害情報収集伝達計画【主な関係課：防災管理課】 
〔一般対策編 第３章 第２節 第２ 参照〕 

 

第３ 通信運用計画【主な関係課：防災管理課】 
〔一般対策編 第３章 第２節 第３ 参照〕 
 

第４ 広報活動計画【主な関係課：防災管理課、総務課】 
〔一般対策編 第３章 第２節 第４ 参照〕 
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第３節 消防・救急救助・医療救護計画 

第１ 消防活動計画【主な関係課：消防本部】 
 

地震発生時において、同時多発的に発生する火災から、市民の生命、身体及び財産を守る

ために、出火防止、初期消火、延焼阻止、避難誘導等の消防活動を迅速かつ円滑に行う。 
 
１ 市の活動 
（１）市は、延焼火災の状況、消防ポンプ自動車等通行可能道路の状況、消防水利に関する

情報等を収集するとともに、防災関係機関と密接な連絡をとりながら次の事項に留意し、

消防活動を行う。 
  ① 延焼火災が多発し、かつ拡大したときは、避難場所・避難所及び避難路の確保をする消

防活動を優先する。 
  ② 重要かつ危険度の高い地域を優先して、消防活動を行う。 

③ 多数の延焼火災が発生した場合は、消火可能地域を優先して消防活動を行う。 
④ 危険物貯蔵施設等から出火した場合は、市街地への延焼を防止する消防活動を行う。 
⑤ 消防活動に際しては、消防職団員の安全確保に充分配慮する。 

（２）市は、自らの消防力では対処できない場合は、香川県消防相互応援協定に基づき、他

の市町に応援を要請する。さらに、これらの消防力をもってしても対処できない場合は、

県に緊急消防援助隊の応援を要請する。 
 
２ 市民等の活動 
（１）市民、事業所等は、自らの生命及び財産を守るため、使用中のガス器具、石油ストーブ等

の火気を直ちに遮断するなど出火防止に努める。 
（２）市民、自主防災組織、自衛消防組織等は、出火したときは協力して初期消火を行うと

ともに、市が行う防災活動に協力するよう努める。 
（３）市は、地震災害時の出火防止、初期消火に努めるよう、平常時から広報等を行い、市

民等へ周知する。 
 
３ 惨事ストレス対策 
（１）救急救助活動を実施する各機関は、職員等の惨事ストレス対策の実施に努めるものと

する。 
（２）消防機関は、必要に応じて、消防庁等に精神科医等の専門家の派遣を要請するものと

する。 
 
※ 資 料 
 １ 消防本部現勢              （資料５－１） 
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 ２ 消防団現勢               （資料５－２） 
 ３ 消防水利の現況             （資料５－３） 
 ５ 危険物施設               （資料３－１） 
 ６ 高圧ガス関係施設            （資料３－２） 
 ７ 火薬類等貯蔵施設            （資料３－３） 
 ８ 香川県消防相互応援協定         （資料１－６） 
 ９ 緊急消防援助隊応援要請系統図      （資料１－９） 
 10 緊急消防援助隊応援要請連絡票      （資料１－10） 

 11 広域航空応援受援マニュアル       （資料１－11） 

 
 

第２ 救急救助計画【主な関係課：消防本部】 
〔一般対策編 第３章 第３節 第１ 参照〕 
 

第３ 医療救護計画【主な関係課：保健課】 
〔一般対策編 第３章 第３節 第２ 参照〕 
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第４節 避難収容計画 
 

第１ 避難計画、避難所の開設・運営【主な関係課：防災管理課】 
〔一般対策編 第３章 第４節 第１ 参照〕 

第２ 要配慮者応急対策計画 
【主な関係課：社会福祉課、高齢者課、子ども課、市民課、商工観光課】 

〔一般対策編 第３章 第４節 第２ 参照〕 
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第５節 交通対策、緊急輸送計画 
 

第１ 交通確保計画【主な関係課：土木都市計画課】 
〔一般対策編 第３章 第５節 第１ 参照〕 

第２ 緊急輸送計画【主な関係課：土木都市計画課】 
〔一般対策編 第３章 第５節 第２ 参照〕 
 
 
 



第３章 災害応急対策計画 
第６節 二次災害防止、ライフライン確保計画 

53 

第６節 二次災害防止、ライフライン確保計画 
 

第１ 二次災害防止対策計画【主な関係課：農林課、建築住宅課、環境課、下水道課】 
 

地震発生時の被害を最小限にとどめるため、余震又は降雨等による水害・土砂災害や余震

による建築物、構造物の倒壊等に備え、二次災害防止対策を講じる。 
 
１ 土砂災害対策 
（１）市及び県は、余震又は降雨等による二次災害を防止するため、砂防ボランティア等により

急傾斜地崩壊危険箇所、地すべり危険箇所等の斜面判定を行う。県は、地すべりによって重

大な土砂災害の急迫した危険が予想される場合は、緊急調査を実施する。その結果、危険度

が高いと判断された箇所について、関係機関や市民に周知を図るとともに、必要な応急対策

を行う。 
（２）市は、災害の発生のおそれがあるときは、速やかに適切な避難対策を行う。 
 
２ 被災建築物等への対応 
（１）市は、被災した建築物や被災宅地等について、余震による倒壊や物の落下等の二次災

害を防止するため、被災建築物応急危険度判定士や被災宅地危険度判定士等により応急

危険度判定を行う。また、県は、各判定士の派遣等により、積極的に市の活動を支援す

る。その結果、危険度が高いと判断された場合は、建築物や宅地の立入制限をする等の

適切な二次災害防止対策を行う。 
（２）市民は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、倒壊、附属物の落

下等の危険がある建築物又は工作物による被害の発生又は拡大を防ぐため、速やかに危

険建築物等から避難し、又は危険建築物に近づかないものとする。また、その場合にお

いて、危険建築物等の所有者又は管理者は、必要に応じて当該危険建築物等が危険であ

る旨の表示を行うよう努めるものとする。 
（３）市は、被災により損壊した建築物の解体撤去工事等において生じる、石綿の飛散を防 
  止するため、当該建築物等の所有者及び解体工事事業者等に対し、関係法令に基づき、 
  飛散防止等環境保全対策を実施するよう指導する。 
 
３ 環境汚染への対策 
  県が実施する大気汚染の調査や公共用水域における水質汚濁の調査等の結果に基づき、

県から市民に対する情報提供等の要請があったときは、市は、周辺地域の市民に対して、

大気汚染、水質汚濁に関する情報の提供を行う。 
 
※ 資 料 
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 １ 急傾斜地崩壊危険箇所          （資料２－３） 
 ２ 地すべり危険箇所            （資料２－５） 
 ３ 山腹崩壊危険地区            （資料２－６） 
 ４ 崩壊土砂流出危険地区          （資料２－７） 
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第２ 公共施設等応急復旧計画【主な関係課：土木都市計画課、農林課、保健課、環境課】 
〔一般対策編 第３章 第６節 第１ 参照〕 

第３ 危険物等災害対策計画【主な関係課：消防本部、防災管理課】 
〔一般対策編 第３章 第７節 第６ 参照〕 

第４ ライフライン等応急復旧計画【主な関係課：防災管理課、下水道課】 
〔一般対策編 第３章 第６節 第２ 参照〕 

第５ 農林水産関係応急対策計画【主な関係課：農林課】 
〔一般対策編 第３章 第６節 第３ 参照〕 
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第７節 被災者の生活支援計画 
 

第１ 災害救助法適用計画【主な関係課：防災管理課、社会福祉課】 
〔一般対策編 第３章 第８節 第１ 参照〕 

第２ 食料供給計画【主な関係課：防災管理課、学校給食センター】 
〔一般対策編 第３章 第８節 第２ 参照〕 

第３ 給水計画 
〔一般対策編 第３章 第８節 第３ 参照〕 

第４ 生活必需品等供給計画 
【主な関係課：防災管理課、社会福祉課、高齢者課、子ども課】 

〔一般対策編 第３章 第８節 第４ 参照〕 

第５ 住宅応急確保計画【主な関係課：建築住宅課】 
〔一般対策編 第３章 第８節 第５ 参照〕 

第６ 文教対策計画【主な関係課：教育総務課】 
〔一般対策編 第３章 第８節 第６  参照〕 

第７ 文化財対策計画【主な関係課：生涯学習課】 
〔一般対策編 第３章 第８節 第７ 参照〕 

第８ ボランティア受入計画【主な関係課：社会福祉課】 
〔一般対策編 第３章 第８節 第８ 参照〕 
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第８節 社会環境の確保計画 
 

第１ 防疫及び保健衛生計画【主な関係課：保健課】 
〔一般対策編 第３章 第 9 節 第１ 参照〕 

第２ 廃棄物処理計画【主な関係課：環境課】 
〔一般対策編 第３章 第９節 第２ 参照〕 

第３ 遺体の捜索、処置及び埋葬計画【主な関係課：環境課】 
〔一般対策編 第３章 第９節 第３ 参照〕 

第４ 社会秩序の維持計画【主な関係課：防災管理課、消防本部】 
〔一般対策編 第３章 第９節 第４ 参照〕 
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第１節 復旧復興基本計画 
 
 被災地の再建を行うため、被災の状況、地域の特性、公共施設管理者の意向等を勘案しな

がら、関係機関と協議を行い、原状復旧あるいは中長期的課題の解決を図る計画的復興のい

ずれにするか検討を行い、よりよい地域社会を目指した復旧・復興の基本方針を定める。 
 
 

第１ 原状復旧 
（１）市、県及び防災関係機関は、あらかじめ定めた物資、資材の調達計画及び人材の広域

的応援等に関する計画等を活用しつつ、迅速かつ円滑に被災施設の復旧事業を行う。 
（２）市、県及び防災関係機関は、被災施設の復旧に当たっては、原状復旧を基本とするが、

再度の災害を防止する観点等から、可能な限り改良復旧を行う。 
 
 

第２ 計画的復興 
（１）市及び県は、大規模な地震災害により壊滅的被害を受けた被災地の再建については、

都市構造や産業基盤等の改変を伴う高度かつ複雑な大事業となることから、この事業を

円滑かつ速やかに実施するため、復興計画を作成し、県、関係機関と調整しながら計画

的に復興を進める。なお、復興計画の作成に際しては、地域コミュニティが被災者の心

の健康の維持を含め、被災地の物心両面にわたる復興に大きな役割を果たすことにかん

がみて、その維持・回復や再構築に十分配慮するとともに、復旧復興のあらゆる場に女

性や障がい者、高齢者等の要配慮者の参画を促進する。 
（２）市及び県は、復興のため市街地の整備改善が必要な場合には、被災市街地復興特別措

置法等を活用するとともに、災害に強いまちづくりについてできるだけ速やかに市民の

合意を得るように努め、土地区画整理事業等の実施により合理的かつ健全な市街地の形

成と都市機能の更新を図る。 
（３）市及び県は、地震に強いまちづくりに当たっては、主に次の項目を基本的な目標とし

て検討する。 
  ① 避難路、避難地、延焼遮断帯、防災活動拠点ともなる幹線道路、都市公園、河川な

ど骨格的な都市基盤施設及び防災安全街区の整備 
② ライフラインの共同収容施設としての共同溝・電線共同溝、ライフラインの耐震化 
 等 

  ③ 建築物や公共施設の耐震・不燃化 
  ④ 耐震性貯水槽の設置 
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第２節 公共施設等災害復旧計画 
 
 被災した公共施設の管理者は、応急措置を講じた後に、各施設の原形復旧に併せて再度災

害の防止のため必要な施設の新設又は改良を行う事業計画を立て、早期に復旧事業が完了す

るよう努める。 
 

第１ 災害復旧事業の種別 〔一般対策編 第４章 第２節 第１ 参照〕 

第２ 災害復旧事業に係る資金の確保 
〔一般対策編 第４章 第２節 第２ 参照〕 

第３ 激甚災害の指定 〔一般対策編 第４章 第２節 第２ 参照〕 
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第３節 被災者等生活再建支援計画 

 
 被災者等の生活再建が速やかに図られるよう、生活相談、災害弔慰金等の支給、生活資金

等の貸付、租税の徴収猶予及び減免、応急金融対策、雇用対策など必要な措置を講じる。 
 

第１ 生活相談・情報提供 
〔一般対策編 第４章 第３節 第１ 参照〕 
 

第２ 被災証明・罹災証明等の交付 
〔一般対策編 第４章 第３節 第２ 参照〕  
 

第３ 災害弔慰金・災害障害見舞金の支給及び災害援護資金の貸付 
〔一般対策編 第４章 第３節 第３ 参照〕 
 

第４ 生活福祉資金の貸付 
〔一般対策編 第４章 第３節 第４ 参照〕 
  

第５ 被災者生活再建支援金の支給 
 〔一般対策編 第４章 第３節 第５ 参照〕 
  

第６ 市税等の期限延長、徴収猶予及び減免 
 〔一般対策編 第４章 第３節 第６ 参照〕 
  

第７ 国民健康保険税等の減免等 
 〔一般対策編 第４章 第３節 第７ 参照〕 
  

第８ 応急金融対策 
 〔一般対策編 第４章 第３節 第８ 参照〕 
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第９ 雇用対策等 

 〔一般対策編 第４章 第３節 第９ 参照〕 

第 10 生活関連物資の供給確保及び価格安定対策 

 〔一般対策編 第４章 第３節 第１０ 参照〕 



第４章 災害復旧計画 
第４節 義援金品受入配分計画 

 62

第４節 義援物資等受入配分計画 
 
 
 市は、県、日本赤十字社香川県支部、香川県共同募金会等関係機関と協力して、義援金品

を迅速かつ確実に被災者に配分するため、受付、保管、配分等の業務を円滑かつ公正に実施

する。 
 

第１ 義援物資等の受付及び保管 〔一般対策編 第４章 第４節 第１ 参照〕 

第２ 義援金・義援物資の配分等 〔一般対策編 第４章 第４節 第２ 参照〕 

第３ 義援物資の募集 〔一般対策編 第４章 第４節 第３ 参照〕 
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第５節 施設復旧に伴う埋蔵文化財発掘調査体制等の整備 
 
 

１ 市教育委員会は、速やかに埋蔵文化財包蔵地における施設等の被害状況から復旧に伴

う調査事業量を推定し、県教育委員会に報告する。 
 
 ２ 市教育委員会は、推定した調査事業量に基づき、文化財専門職員の支援等について県

教育委員会と協議を行う。 
 
 ３ 県教育委員会は、被災地の復旧・復興計画に基づき埋蔵文化財調査計画を作成すると

ともに、状況に応じて国、他の地方公共団体等の支援を得て、埋蔵文化財発掘調査体制

を整備する。 

 



第４章 災害復旧計画 
第５節 施設復旧に伴う埋蔵文化財発掘体制等の整備 

 64

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

空 白 



 

  

 
 
 
第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１節 総則 ………………………………………………………… 65 
第２節 災害対策本部等の設置等 ………………………………… 67 
第３節 地震発生時の応急対策等 ………………………………… 68 
第４節 円滑な避難の確保に関する事項 ………………………… 70 
第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 ……… 71 
第６節 防災訓練計画 ……………………………………………… 72 
第７節 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 ………… 73 

 一  般  対  策  編 

第１章  総  則 

第２章  災害予防計画 

第３章  災害応急対策計画 

第４章  災害復旧計画 

  震  災  対  策  編 

  資     料     編 

第５章  東南海・南海地震防災 
対策推進計画 



第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画 
第１節 総 則 

 65

第１節 総 則 
 

第１ 推進計画の目的 
この計画は、東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法第６条第

１項の規定に基づき、東南海・南海地震に係る防災対策推進地域について、円滑な避難の

確保に関する事項、東南海・南海地震に関し地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に

関する事項等を定め、当該地域における地震防災対策の推進を図ることを目的とする。 
 
第２ 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は業

務の大綱 
〔一般対策編 第１章第２節「防災関係機関等の責務と処理すべき事務又は業務の大綱」参

照〕 
 

第３ 東南海・南海地震の特徴及び対応方針 
 東南海・南海地震は、我が国で発生する最大級の地震であり、その大きな特徴として、①

被害が極めて広域にわたること、②中でも津波被害が甚大なこと、③同時又は近接して二つ

の巨大地震が発生する可能性が高いことであり、市及び県は、防災関係機関等と連携をとっ

て計画的かつ速やかに、これらの特徴を十分踏まえた防災対策を推進する。 
 
１ 広域な被害への対応 
  東海地方から近畿、四国の太平洋岸を中心にして、広範囲において甚大な被害が予想さ

れ、これに伴い、連絡の途絶、物資や人的資源の不足、経済活動の低下など大きな影響が

想定され、国家的な応援体制が必要となる。 
  一方、国の被害想定では、香川県の被害は太平洋沿岸各県に比べれば軽いため、ボラン

ティアや自衛隊など県外からの応援が期待できない、物資等が十分に入ってこないなどの

事態が考えられる。 
  このため、今後、自主防災組織の活動強化や備蓄の推進など地域防災力の強化に向けた

取り組みが重要となる。 
 
２ 時間差発生への対応 

東南海・南海地震について、過去の事例によると、同時に発生（1707 年宝永地震）した

と思われるもののほか、32 時間の間隔をおいて発生した事例（1854 年安政東海地震・安

政南海地震）、約２年間の間隔をおいて発生した事例（1944 年東南海地震・1946 年南海地

震）などがある。 
仮に、東南海地震が単独で発生しても、近接して南海地震が発生する可能性があるため、
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その間にどのような事態が発生するのか、また、市及び県や防災関係機関、市民等は何を

なすべきか、何ができるのか、これらを早急にまとめあげて防災対策の中に位置づけるこ

ととする。 
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第２節 災害対策本部等の設置等 
 

第１ 災害対策本部等の設置 
市長は、東南海・南海地震又は当該地震と判定されうる規模の地震が発生したと判断し

たときは、災害対策基本法に基づき、直ちに善通寺市災害対策本部及び必要に応じて現地

対策本部を設置し、的確かつ円滑にこれを運営する。 
 
 

第２ 災害対策本部等の組織及び運営 
【第３章第１節第１「活動体制計画」参照】 
 
 

第３ 災害応急対策要員の参集 
（１）市長は、通常の交通機関の利用ができない事情等の発生の可能性を勘案し、配備体制

及び参集場所等の職員の参集計画を別に定める。 
（２）職員、地震発生後の情報等の収集を積極的に努め、参集に備えるとともに、発災の程

度を勘案し、動員命令を待つことなく、自己の判断により定められた場所に参集するよ

う努める。 
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第３節 地震発生時の応急対策等 
 

第１ 地震発生時の応急対策等 
 
 東南海・南海地震が発生した場合、被害の防止、軽減等のため、必要な各種災害応急対策

を行う。 
 
１ 情報の収集伝達 

【第３章第２節「情報収集伝達・警戒活動計画」参照】 
 
２ 施設の緊急点検・巡視 
  市は、必要に応じて公共施設等、特に防災活動の拠点となる公共施設等及び避難場所・

避難所に指定されている施設の緊急点検・巡視等を実施し、当該建物の被災状況等の把握

に努める。 
 
３ 二次災害の防止 
  市は、地震による危険物施設等における二次災害防止のため、地震により被災した建築

物（一般住宅を含む。）や宅地等については、安全であるかどうか応急危険度判定を行う。 
  本市だけで対応できない場合には、県へ応急危険度判定士の派遣を要請する。 
  また、県及び関係機関と協力して、土砂災害の防止や倒壊物の飛散による被害の防止、

ライフライン復旧時における火災警戒等について、必要な措置をとる。 
 
４ 消火・救急救助・医療活動 

【第３章第３節「消防・救急救助・医療救護計画」参照】 
 
５ 物資調達 
  市は、発災後適切な時期において、市が所有する公的備蓄量について、主な品目別に確

認し、その不足分を県に供給要請する。 
 
６ 輸送活動 

【第３章第５節第２「緊急輸送計画」参照】 
 
７ 保健衛生・防疫活動 

【第３章第８節第１「防疫及び保健衛生計画」参照】 
 
８ 文化財保護活動 
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【第２章第２節第７「文化財災害予防計画」、第３章第７節第７「文化財対策計画」参照】 
 

第２ 資機材、人員等の配備手配 
 
１ 物資等の調達手配 
（１）市は、地震発生後に行う災害応急対策に必要な物資、資機材（以下「物資等」という。）

の確保を行う。 
（２）市は、物資等が十分に確保できないときは、県に対し、物資等の供給を要請する。 
 
２ 人員の配置 
  市は、人員の配備状況を県に報告し、必要に応じて、県へ人員の派遣を要請する。 
 
３ 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 
（１）防災関係機関は、地震が発生した場合において、本計画に定める災害応急対策及び施

設等の応急復旧対策を実施するため、必要な資機材の点検、整備及び配備等の準備を行

う。 
（２）機関ごとの具体的な措置内容は、それぞれの機関ごとに定める。 
 

第３ 他機関に対する応援要請 
【第３章第１節第２「広域的応援計画」、第３「自衛隊災害派遣要請計画」参照】 
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第４節 円滑な避難の確保に関する事項 
 

第１ 避難対策等 【第３章第４節「避難収容計画」参照】 

第２ 消防機関等の活動 【第３章第３節「消防・救急救助・医療救護計画」参照】 

第３ 水道、電気、ガス、通信、放送関係 
【第３章第６節「二次災害防止・ライフライン確保計画」参照】 
 

第４ 交通対策 【第３章第５節「交通対策、緊急輸送計画」参照】 



第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画 
第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 

 71

第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 
 

第１ 建築物、構造物等の耐震化 
【第２章第１節第２「建築物等災害予防計画」参照】 

  【第２章第１節第６「公共施設等災害予防計画」参照】 
 

第２ 避難地、避難路の整備 
【第２章第２節第４「避難体制整備計画」参照】 

 

第３ 消防用施設、通信施設の整備等 
【第２章第１節第８「防災施設等整備計画」参照】 

 

第４ 緊急輸送を確保するために必要な道路等の整備 
【第２章第２節第３「緊急輸送体制整備計画」参照】 
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第６節 防災訓練計画 
 
１ 市及び防災関係機関は、地震防災対策推進計画の熟知、関係機関及び市民の自主防災体 
 制との協調体制の強化を目的として、推進地域に係る大規模な地震を想定した防災訓練を 
 実施する。 
 
２ １の防災訓練は、少なくとも年１回以上実施する。 
 
３ 市は、防災訓練を行う場合には、県に対し、必要に応じて助言と指導を求める。 
 
４ 市は、県、防災関係機関、自主防災組織等と連携して、次のような、より具体的かつ実

践的な訓練を行う。 
（１）要員参集訓練及び本部運営訓練 
（２）要配慮者、滞留旅客等に対する避難誘導訓練 
（３）地震災害の発生の状況、避難勧告・指示等、自主避難による各避難場所・避難所への

避難者の人数等について、迅速かつ的確に県及び防災関係機関に伝達する訓練 
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第７節 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 
 

第１ 市職員に対する教育 
地震災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生した場合における地震災害応

急対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行う。 
 防災教育の内容は、少なくとも次の事項を含むものとする。 
（１）東南海・南海地震に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 
（２）地震に関する一般的な知識 
（３）地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 
（４）職員等が果たすべき役割 
（５）地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 
（６）今後地震対策として取り組む必要のある課題 
 

第２ 市民等に対する教育 
市は、県、関係機関等と協力して、市民等に対する教育を実施する。 

 防災教育は、地域の実態に応じて地域単位、職場単位等で行うものとし、その内容は、少

なくとも次の事項を含むものとする。 
 なお、その教育方法として、印刷物、ビデオ等の映像、各種集会の実施など地域の実情に

合わせた、より具体的な手法により、自助・共助の努力を促し地域防災力の向上を図ること

にも留意しながら、実践的な教育を行う。 
（１）東南海・南海地震に伴い発生すると予想される地震動に関する知識 
（２）地震に関する一般的な知識 
（３）地震が発生した場合における出火防止、近隣の人々と協力して行う救助活動、初期消

火及び自動車運行の自粛等防災上取るべき行動に関する知識 
（４）正確な情報入手の方法 
（５）防災関係機関が講ずる災害応急対策等の内容 
（６）各地域における急傾斜地崩壊危険箇所等に関する知識 
（７）各地域における避難場所・避難所及び避難路に関する知識 
（８）避難生活に関する知識 
（９）平素市民が実施しうる応急手当、生活必需品の備蓄、家具の固定、出火防止、ブロッ

ク塀の倒壊防止等の家庭内対策の内容 
（10）住宅の耐震診断と必要な耐震改修の内容 
   市は、県、関係機関等と協力して、すべての市民等が東南海・南海地震に対する防災

意識を向上させ、これに対する備えを充実させるために、必要な措置を講じるよう努め

るものとする。 
   特に、自主防災組織の結成、旧耐震基準で建築された住居の耐震診断や必要な耐震改
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修の実施については、市民による自主的、主体的な取組みが促進されるよう、留意する

ものとする。 
 

第３ 児童、生徒等に対する教育 
 各教科、道徳、総合的な学習時間、特別活動など、学校の教育活動全体を通じて、地震災

害が発生し、又は発生するおそれがある場合において自らの安全を確保するとともに進んで

他の人々や集団、地域の安全に役立つことができるように、学校における日常の安全対策や

災害時の危機管理などを盛り込んだ防災教材を用い、地震災害の基本的な知識や災害時の適

切な行動等について教育を行う。 
 特に、地震に対する避難や地震災害時における危険の回避及び安全な行動の仕方について

は、児童生徒等の発達段階や学校の立地条件、地域の特性等に応じた教育を行う。 
 

第４ 特定の施設管理者に対する教育 
 市は、危険物を有する施設、病院，ホテル・旅館、大規模小売店舗等の特定の施設の管理

者等に対して、災害に関する知識の普及や防災教育の実施に努める。 
 

第５ 自動車運転者に対する教育 
 警察本部は、運転免許更新時の講習等の機会を通じ、災害時に自動車運転者がとるべき行

動等に関する知識の普及に努める。 
 

第６ 相談窓口の設置 
 市及び県は、地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに、その

旨周知徹底を図る。 
 


